
 

  

令和7年度

6月補正予算案の概要 

福　　井　　市

令 和 7 年 6月 9 日



1 会計別

129,308,820 ( 8.5 % ) 2,806,542 ( △ 89.2 % ) 132,115,362 ( 6.4 % )

20,838,000 ( △ 3.0 % ) 20,838,000 ( △ 3.0 % )

4,779,000 ( 3.0 % ) 4,779,000 ( 3.0 % )

27,293,000 ( 3.4 % ) 12,383 ( 皆 減 ) 27,305,383 ( 3.4 % )

27,000 ( △ 7.4 % ) 27,000 ( △ 7.4 % )

21,422,000 ( 17.5 % ) 21,422,000 ( 17.5 % )

33,000 ( 2,627.3 % ) 33,000 ( 2,627.3 % )

246,000 ( △ 28.9 % ) 246,000 ( △ 28.9 % )

872,000 ( 1.5 % ) 872,000 ( 1.5 % )

105,000 ( △ 10.5 % ) 105,000 ( △ 10.5 % )

75,615,000 ( 6.6 % ) 12,383 ( 皆 減 ) 75,627,383 ( 6.6 % )

7,800,000 ( 17.6 % ) 7,800,000 ( 17.6 % )

685,000 ( 15.2 % ) 685,000 ( 15.2 % )

20,640,000 ( 16.3 % ) 325,522 ( 皆 減 ) 20,965,522 ( 14.5 % )

1,424,000 ( △ 4.0 % ) 1,424,000 ( △ 4.0 % )

30,549,000 ( 15.7 % ) 325,522 ( 皆 減 ) 30,874,522 ( 14.5 % )

235,472,820 ( 8.8 % ) 3,144,447 ( △ 90.4 % ) 238,617,267 ( 7.5 % )

上段　前年度金額 （前年度比増減率）

企 業 会 計 合 計
35,336,000 35,336,000

総　　　　額
256,223,000 303,172 256,526,172

下 水 道 事 業 会 計
24,010,000 24,010,000

集 落 排 水 事 業 会 計
1,367,000 1,367,000

水 道 事 業 会 計
9,170,000 9,170,000

簡 易 水 道 事 業 会 計
789,000 789,000

特 別 会 計 合 計
80,607,000 80,607,000

中央卸売市場特別会計
885,000 885,000

駐 車 場 特 別 会 計
94,000 94,000

宅 地 造 成 特 別 会 計
175,000 175,000

競 輪 特 別 会 計
25,170,000 25,170,000

産業団地整備特別会計
900,000 900,000

介 護 保 険 特 別 会 計
28,230,000 28,230,000

母子父子寡婦福祉資金

貸 付 特 別 会 計 25,000 25,000

後期高齢者医療特別会計
4,920,000 4,920,000

一 般 会 計
140,280,000 303,172 140,583,172

国民健康保険特別会計
20,208,000 20,208,000

補　正　予　算　案　の　概　要
（単位：千円）

区　　　分 補 正 前 の 予 算 額 補 正 予 算 額 計
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2 一般会計 （款　別）

43,911,000 ( 6.2 % ) 127,369 ( 皆 減 ) 44,038,369 ( 5.8 % )

942,000 ( 1.1 % ) 942,000 ( 1.1 % )

30,000 ( 70.0 % ) 30,000 ( 70.0 % )

235,000 ( 24.7 % ) 235,000 ( 24.7 % )

246,000 ( 10.2 % ) 246,000 ( 10.2 % )

1,000,000 ( 6.0 % ) 1,000,000 ( 6.0 % )

6,700,000 ( 9.0 % ) 6,700,000 ( 9.0 % )

31,000 ( △ 16.1 % ) 31,000 ( △ 16.1 % )

87,000 ( 32.2 % ) 87,000 ( 32.2 % )

1,378,000 ( △ 85.5 % ) 1,378,000 ( △ 85.5 % )

14,240,000 ( 2.5 % ) 14,240,000 ( 2.5 % )

36,000 ( △ 19.4 % ) 36,000 ( △ 19.4 % )

158,158 ( △ 4.6 % ) 158,158 ( △ 4.6 % )

1,200,663 ( 7.4 % ) 1,200,663 ( 7.4 % )

21,261,329 ( 25.6 % ) 2,544,507 ( △ 97.6 % ) 23,805,836 ( 12.4 % )

11,248,392 ( 4.5 % ) 2,457 ( 1,736.6 % ) 11,250,849 ( 4.8 % )

115,150 ( 13.5 % ) 115,150 ( 13.5 % )

1,040,688 ( 5.3 % ) 10,000 ( 皆 減 ) 1,050,688 ( 4.3 % )

3,000,474 ( △ 25.0 % ) 1,834 ( 皆 減 ) 3,002,308 ( △ 25.0 % )

501,405 ( △ 30.2 % ) ( 皆 増 ) 501,405 ( 8.7 % )

3,184,761 ( 13.1 % ) 8,275 ( 皆 減 ) 3,193,036 ( 12.8 % )

18,761,800 ( 14.3 % ) 112,100 ( △ 98.8 % ) 18,873,900 ( 13.7 % )

129,308,820 ( 8.5 % ) 2,806,542 ( △ 89.2 % ) 132,115,362 ( 6.4 % )

上段　前年度金額

20 繰越金
350,000 194,791 544,791

総　　　　額
140,280,000 303,172 140,583,172

（前年度比増減率）

21 諸収入
3,602,855 3,602,855

22 市 　債
21,451,700 1,400 21,453,100

18 寄附金
1,095,776 1,095,776

19 繰入金
2,250,779 2,250,779

16 県支出金
11,749,634 45,125 11,794,759

17 財産収入
130,647 130,647

14 使用料及び手数料
1,290,001 1,290,001

15 国庫支出金
26,698,205 61,856 26,760,061

12 交通安全対策特別交付金
29,000 29,000

13 分担金及び負担金
150,929 150,929

10 地方特例交付金
200,000 200,000

11 地方交付税
14,600,000 14,600,000

8 ゴルフ場利用税交付金
26,000 26,000

9 環境性能割交付金
115,000 115,000

6 法人事業税交付金
1,060,000 1,060,000

7 地方消費税交付金
7,300,000 7,300,000

4 配当割交付金
293,000 293,000

5 株式等譲渡所得割交付金
271,000 271,000

2 地方譲与税
952,474 952,474

3 利子割交付金
51,000 51,000

歳　　　　　　　　　　入 （単位：千円）

区　　　分 補 正 前 の 予 算 額 補 正 予 算 額 計

1 市 　税
46,612,000 46,612,000
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684,997 ( 1.0 % ) 684,997 ( 1.0 % )

10,107,664 ( 32.6 % ) 1,548,643 ( △ 99.2 % ) 11,656,307 ( 15.1 % )

48,255,150 ( 9.6 % ) 626,952 ( △ 96.1 % ) 48,882,102 ( 8.3 % )

13,486,742 ( 4.8 % ) 395,651 ( △ 59.7 % ) 13,882,393 ( 3.0 % )

225,747 ( 2.3 % ) 2,626 ( 皆 減 ) 228,373 ( 1.1 % )

3,538,738 ( 1.7 % ) 24,342 ( △ 98.0 % ) 3,563,080 ( 1.1 % )

2,438,221 ( △ 2.3 % ) 39,145 ( 皆 減 ) 2,477,366 ( △ 3.9 % )

15,295,437 ( △ 2.2 % ) 258,155 ( △ 63.0 % ) 15,553,592 ( △ 3.2 % )

3,887,071 ( 29.2 % ) 913 ( 皆 減 ) 3,887,984 ( 29.2 % )

13,990,536 ( 7.0 % ) 109,746 ( △ 89.9 % ) 14,100,282 ( 6.2 % )

26,000 ( 416.9 % ) 9,000 ( 皆 減 ) 35,000 ( 284.0 % )

16,872,517 ( 4.6 % ) △ 208,631 ( 皆 減 ) 16,663,886 ( 5.9 % )

500,000 ( △ 60.0 % ) 500,000 ( △ 60.0 % )

129,308,820 ( 8.5 % ) 2,806,542 ( △ 89.2 % ) 132,115,362 ( 6.4 % )

上段　前年度金額 （前年度比増減率）

総　　　　額
140,280,000 303,172 140,583,172

14 予備費
200,000 200,000

11 災害復旧費
134,400 134,400

12 公債費
17,652,313 17,652,313

9 消防費
5,021,676 5,021,676

10 教育費
14,969,959 11,125 14,981,084

7 商工費
2,380,934 2,380,934

8 土木費
14,964,967 95,500 15,060,467

5 労働費
230,972 230,972

6 農林水産業費
3,600,555 484 3,601,039

3 民生費
52,896,749 24,490 52,921,239

4 衛生費
14,133,581 159,573 14,293,154

1 議会費
691,726 691,726

2 総務費
13,402,168 12,000 13,414,168

歳　　　　　　　　　　出 （単位：千円）

区　　　分 補 正 前 の 予 算 額 補 正 予 算 額 計
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主 要 事 業 一 覧 

 

○新  新規事業  ○拡  拡充事業  《  》債務負担行為設定 

 

 

 

Ⅰ 各種施策を推進するための取組 

【防災・災害対応】  

○拡  １ 県民衛星「すいせん」活用事業 484   

 ２ 「いのちを守ろう！」木造住宅無料耐震診断・改修緊急事業 70,000   

○拡  ３ 防災備蓄整備事業 12,000   

【福祉・保健】  

 ４ 新型コロナウイルス定期予防接種事業 159,573   

【交通】  

 ５ ふくい MaaS 構築事業 25,500  

【教育】  

○新  ６ 地場産プラスワン給食事業 11,125  

 
 

Ⅱ 国の補助金に伴う事業 

 ７ 生活保護システム改修事業 3,700   

 ８ 地域介護福祉空間整備等補助事業 15,460   

 ９ 私立教育・保育施設等整備補助事業 5,330   

 
 

Ⅲ 債務負担行為の設定 

 １０ ごみ処理施設整備・運営事業 《7,704,722》   

 

（単位：千円） 
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主 要 事 業 の 説 明 
 

 

 

 

 
 

 
 
 

(林業水産課) 

 

財源

内訳 

国    一般財源 

242    242 

 

     県民衛星「すいせん」を活用して、盛土の状況を定期的に監視し、市民の安全・安心な暮

らしを守ります。 

 

 

〔事業内容〕 

・盛土変状監視システムの運用                         

          既存盛土の経過観察や違法盛土の検知が可能となり、その情報を市民に 

発信することにより防災・減災の取組を推進する 

 

 

 
 
 
 
 

(建築指導課) 

 

財源

内訳 

国 県   一般財源 

28,000 28,000   14,000 

 

     木造住宅の耐震化を図るため、耐震改修等に係る事業費を増額します。 

 

 

      〔事業対象〕 

・市内に所在する昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工された一戸建て木造住宅で、耐震 

診断の結果、倒壊の可能性がある、または高いと診断され、補強プランに基づい

た耐震改修等工事を行うもの 

      〔事業内容〕 

・耐震改修等に要する費用の全額補助 

(上限額 全体改修 175 万円、部分改修等 37.5 万円) 

        ・補正件数：40 件(全体改修) 

 

 

 

 

Ⅰ 各種施策を推進するための取組 

事業概要 

1 県民衛星「すいせん」活用事業  484 千円 拡 

事業概要 

2 「いのちを守ろう！」 

木造住宅無料耐震診断・改修緊急事業  70,000 千円 
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(危機管理課) 

 

財源

内訳 

 県   一般財源 

 6,000   6,000 

 

     避難所における生活環境を改善するため、テント式パーテーションの備蓄数を増やします。 

 

 

      〔事業内容〕 

・避難所での生活環境を改善するため、避難所に備蓄するテント式パーテーション 

を拡充 

      〔配備場所〕 

・各地区避難所（主に小学校、ほか中学校、公民館等） 

〔備 蓄 品〕 

・テント式パーテーション 700 張 

 

 

 

 

 

 (健康管理センター) 

 

財源
内訳 

    一般財源 

    159,573 

 

高齢者の方等を対象に新型コロナウイルス定期予防接種を実施します。 

 

 

〔事業内容〕 

・予防接種法第 5 条第 1 項に基づく、新型コロナウイルス感染症ワクチンの接種 

〔対 象 者〕 

①令和 7 年度末年齢 65 歳以上の方 

②60～64 歳で重症化リスクの高い方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 新型コロナウイルス定期予防接種事業 159,573 千円 

事業概要 

3 防災備蓄整備事業 12,000 千円 

事業概要 

拡 
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(地域交通課) 

 

財源
内訳 

国    一般財源 

12,750    12,750 

 

     北陸新幹線福井開業に併せて導入したふくい MaaS（マース）アプリについて、機能の追

加や改修を行うことで、二次交通の利便性を向上させ利用の促進を図ります。 

 
 

〔事業内容〕 
①ふくいＭａａＳアプリ機能の構築 
（ふくアプリ内サービスとの連携強化、デジタル切符販売における機能強化） 
②ふくいＭａａＳアプリ運営・保守管理 

〔事業主体〕 
・ふくいＭａａＳ協議会 
 
 
 
 

 

(保健給食課） 

 

財源

内訳 

 県    

 11,125    

 

給食に地場産食材を活用したおかずやデザートを追加するとともに、地場産食材を教材と

した食育を推進します。 

 

 

〔事業内容〕 

・学校給食に月 1 回程度、地場産食材を活用した副食 1 品を追加 

・9 月から 2 月に計 6 回を実施予定 

 

6 地場産プラスワン給食事業 11,125 千円 新 

事業概要 

5 ふくい MaaS 構築事業 25,500 千円 

事業概要 
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(生活支援課) 

 

財源

内訳 

国    一般財源 

1,850    1,850 

 

     国の生活保護業務データシステムの改修や、生活扶助基準の改定等に対応するため、生活

保護システムを改修します。 

 

 

〔事業内容〕 

①特定個人情報データ標準レイアウト改修 

・令和６年度に対応した進学・就職準備給付金のデータに対し、特定個人情報連携

ができるよう改修 

②被保護調査の調査項目変更等に伴う改修 

・国の生活保護業務データシステムの調査項目変更等に伴う改修に合わせた、自治

体側のシステム改修 

③生活扶助基準の見直し 

・令和元年当時の消費実態の水準に上乗せしている加算額を一人当たり 

月額 1,000 円から 1,500 円に変更 

 

 

 

 

 

(介護保険課) 

 

財源

内訳 

国     

15,460     

 

高齢者施設等の利用者の安全、安心を確保するため、施設の老朽化等に伴う改修工事を支

援します。 

 

 

〔事業内容〕 

・非常用自家発電設備の設置、屋上防水改修 

 

 

 

 

 

                        

 

Ⅱ 国の補助金に伴う事業 

7 生活保護システム改修事業  3,700 千円 

事業概要 

8 地域介護福祉空間整備等補助事業 15,460 千円 

事業概要 
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(こども保育課) 

 

財源

内訳 

国  市債  一般財源 

3,554  1,400  376 

 

     国の交付基準額改正等に伴い、認定こども園等の施設整備に対する事業費を増額します。 

 

 

 

〔対象施設〕 

・私立園 ２園 

9 私立教育・保育施設等整備補助事業  5,330 千円 

事業概要 
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(新クリーンセンター建設事務所) 

 

財源

内訳 

国  市債 その他 一般財源 

1,737,610  3,704,200 864,270 1,398,642 

 

地中障害物の除去および建設物価高騰に対応するため、工期および事業費を見直し、債務

負担行為を設定します。 

 

 

〔事業内容〕 

・施設の建設工事および運営・維持管理業務ならびに工事監理・運営モニタリング 

業務の工期延長等（令和 8 年度～29 年度の債務負担行為設定）《7,704,722 千円》 

       ①新ごみ処理施設建設工事 

       〔建 設 期 間〕 （変更前）令和 4 年 3 月～9 年 1 月 

               （変更後）令和 4 年 3 月～9 年 9 月 

       ②新ごみ処理施設運営・維持管理業務 

       〔業 務 期 間〕 （変更前）令和 8 年 4 月～28 年 3 月 

               （変更後）令和 9 年 10 月～29 年 9 月 

       ③新ごみ処理施設工事監理・運営モニタリング業務 

       〔業 務 期 間〕 （変更前）令和 4 年 3 月～28 年 3 月 

               （変更後）令和 4 年 3 月～29 年 9 月 

Ⅲ 債務負担行為の設定 

10 ごみ処理施設整備・運営事業  ≪7,704,722 千円≫ 

事業概要 


